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1 事業の目的 2 令和元年度(2019年度）に実施した事業の概要

対
象

意
図

効
果

3 事業費等基礎データ

4 評価結果 ※「効率性」「妥当性」「有効性」「公平性」「協働」については、プルダウンで選択。

□ □ 拡大

□ □ 縮小

□ □ その他

■

■

□

□

会計年度任用職員配置数
1.6人員配置数 1.9

協 働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

対象者１人当り
の経費（円）

人 件 費（千円）

総事業費（千円）

有 効 性

△-2．市民等と協働して事業を実施することはできない

協働実施済の場合のパートナー

265

46,690

14,584

14,724

1.6

12,880

32,106

公 平 性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-1．既に受益者負担を求めているが、今後、その額や対象等を再検討する必要がある

今後も市が実施すべき事業か

当初予算（千円）

国県支出金

地方債

一般財源

2．事業の方向性は適切であるが、手法は見直す必要があり、あまり貢献できていない

妥 当 性

事業の実施に対する市民ニーズはあるか 2．増大している

事業の廃止・休止による市民生活への影響は大きいか

事業の上位施策に向けた貢献度は大きいか

3．廃止・休止による影響は大きくある

事業の成果は得られているか 1．成果は出ておらず、改善が必要である

4．市民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可能

市民１人当りの
経費（円）

69,506

人員配置数

32,106

0

12,879

1,493

効 率 性
事業費に削減余地はないか

176,436人人　　　口

事業の対象者数

事
業
運
営

経
費

総事業費（千円）

2．ない

関連・類似事業との統合はできないか 3．統合できない

市内に居住する乳幼児・小中学生等 ・おなり子どもの家等は、「（仮称）おなり子どもの家等耐震改修及び増築工事設
計修正業務」として外部委託を行ったが、３度の入札がいずれも不調であったた
め、委託業務の中で専門性の高い業務を外部委託とし、設計修正業務について
は公的不動産活用課維持担当で行うこととした。
・たまなわ子どもの家等を玉縄小学校敷地内に移転するため、用地測量及び地
質調査を行った。また、入札により施設整備業者を選定した。

子ども会館の整備を行い、遊びを通して相互の交流が図られ社会性が身につけられる
よう充実を図るとともに、子どもの家の整備を行い、増加する学童保育の需要に対応す
るため。

心身ともに健やかな成長を図る。

人
口
等
の

デ
ー

タ

01年度（2019年度）決算30年度(2018年度）決算

176,608人 ・各年3月31日
（住民基本台帳）

データ区分

評価対象事業

176,308人

0

1,493

82,444世帯

こども-06
重点事業

評価者 こども支援課担当課長 永野　英樹

主管課 こども支援課自治事務

まち・ひと・しごと

子育て 施策の方針 子育て支援施設の整備

法定受託事務 関連課
子ども会館・子どもの家整備事業

備　　考データ区分

世　帯　数 83,058世帯81,763世帯

人　　　口

世　帯　数

56,626

36,700

その他 1,174

02年度（2020年度）当初予算

決算値（千円）

事業の対象者数

総合計画上の
位置付け

分野

令和２年度より「放
課後子ども総合プ
ラン施設整備事
業」へ名称変更し
継続。

国県支出金 4,028

地方債

一般財源

0

運
営
資
源
状
況

市民１人当りの
経費（円） 394

対象者１人当り
の経費（円）

0

0

0

その他

81

14,372

b：事業内容は現状通りとする

事業へ統合

c：事業を休止又は廃止する

d：他事業と統合し、本事業は廃止する ⇒ 令和２年度より「放課後子ども総合プラン施設整備事業」へ名称変更し継続

見
直
し
の

種
類

見
直
し
の

内
容

事業内容・予
算規模の方向
性設定の理由

総評
（評価に
対する

考え方、
根拠等）

学童保育施設（子どもの家）の待機児童対策を喫緊の課題として捉えており、早期解決に向けて、積極的に施設整備を進めている。
令和２年度（2020年度）から、「放課後子ども総合プラン施設整備事業」に名称を改めて継続する。

おなり子どもの家等の整備にあたっては、今後、耐震改修及び増築工事を見込ん
でいるため予算規模は拡大する。

事業
内容の
方向性

a：事業内容を見直す ⇒

予算
規模の
方向性

B：予算規模は現状維持とする

A：予算規模を拡大する

C：予算規模を縮小する

0.0

令和2年度（2020年度）行政評価シート【個表】

人 件 費（千円）
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○ 他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

◎ 事業実施に係る指標
単
位

未解決の課題、新たな
課題とその理由

課題解決のために行っ
た令和元年度

(2019年度）の取組
未解決

一部解決

比較事項

令和元年度（2019年
度）事業実施にあたっ

ての課題
（前年度未解決の事項

を含む）

・おなり子ども家等については、「耐震改修及び増築工事設計修正業務」の入札を３度実施したが、いずれも不調となった
ことから本業務の受託可能業者の確保が必要となる。
・たまなわ子どもの家等については、令和２年12月開所に向けて外構整備を行う。

・複数回の入札不調となっているおなり子ども家等の「耐震改修及び増築工事設計修正業務」につい
ては、専門性の高い構造設計部分を外部委託とし、その他の設計業務については公的不動産活用課
維持担当で行うこととした。
・おなり子どもの家等について、建物躯体の木材劣化調査の実施に向けた検討を行った。

解決

団体名

子どもの家登録者数

他市実績

当該事業実施に伴う
他市比較に関する

考え方

指標の 内容
指標の
傾向 ⇘ 備考

当該指標を設定した理由 年次 H26(2014） H27(2015） H28(2016）

人

平成27年3月策定の「子ども・子育て
支援事業計画」では、学童保育（子ど
もの家）のニーズ量見込に対して、平
成31年度まで確保することとしている
ため。

目標値 1,691 1,673 1,686

102.7%

実績値 1,355 1,649 1,577 1,463

H29(2017） H30(2018） R01（2019）

H29以降は指
定管理施設
を含む

104.7% 94.7% 87.8%

1,6661,666

達成率 97.5%

1,719 1,765

待機児童を解消するため、放課後子ども総合プラン（放課後かまくらっ子）実施校を増やし待機の解消に努める。
当該事業実施に伴う
指標の推移に関する

考え方


